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Ⅳ－１２ 木造建築物の接合部の耐力評価と影響要因に関する研究 
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with Conventional Wood Framing 

（研究期間 平成 12～13 年度） 

材料研究グループ 宮村雅史 

Dept. of Building Materials and Components Masashi Miyamura 

Synopsis- According to the survey report for building damages due to the 1995 Hyogo-ken Nanbu Earthquake, it was cleared 
damaged wooden houses have some problems of construction way of shear wall. For instance, in most case, braces were connected to 
the post and horizontal members with few nails, and also post and horizontal members themselves were not jointed in an appropriate 
measure. So it is considered that wooden houses without appropriate construction method for shear wall could be suffered heavy 
damage by the big earthquake such as the great Hansin-Awaji Earthquake. This paper is mainly concerned with the present situation 
of construction method of shear wall for wooden houses in order to identify the seismic safety measure and point out some problems 
related to joints assembly. 

［研究目的及び経過］ 

 現行の建築基準法の施行前に建てられた木造住宅は､

接合部に関する具体的な規定が存在しないため､その適

用も受けず､公庫共通仕様も昭和 50 年台前半迄､規格化

された接合金物や接合具（Z マーク表示金物等）を導入

していない。さらに耐震改修促進法の詳細耐震診断は､

耐力壁等の内部構造を検査することが困難であることか

ら接合部は､検査項目より外されている。既存の木造住

宅の多くは､耐力壁内等の材料・部材及び接合部につい

て不確定要素が多く､大規模な地震が発生した場合､再び

1995 年の兵庫県南部地震と同様の被害が発生する可能

性があるため､全国にストックされた住宅の施工実態を

把握し､耐震安全性を確認する必要がある。本研究では､

既存住宅の耐震性に関する既往の研究をもとに､耐震安

全性を確保する上での問題点を地域及び年代別に把握す

ることを目的として、中・大規模工務店により建設され

た在来軸組構法住宅の耐力壁の接合部施工実態について

全国的に調査を実施し、その改善策について検討を行っ

た。 

［研究内容］ 
本調査では、耐力壁周辺部の接合部の状態について、

関東、東北、東海、関西の６地区に所在する中・大規模

工務店に対してアンケート調査を実施した。調査概要を

表－１に示す。全地域の平均回答率は、29％であり、中

小工務店（14%）の約２倍の回答率となった。回答者は、

企画・設計が 52%、現場監理者が 29%であり、全て公

庫融資の住宅を対象としている。調査対象とした住宅の

建築時期は、Ｚマーク表示金物の使用が公庫仕様に本格

的に導入された昭和 57 年（以下 S57 と略す）と兵庫県

南部地震直後の平成 8 年（以下 H8 と略す）を選定した。

接合部に関する調査結果は、各接合部に使用している接

合金物の種類とその割合を建築時期及び地域別に集計す

ることとしたが、北海道と九州は、回答者が少なく、地

区の傾向として示すことが困難である為、全地域の値に

含ませることとした。また、①筋かい端部、②耐力壁の

柱と横架材、③通し柱（すみ柱以外）と胴差し、④１、

２階の管柱の連結部、⑤軸組材と面材を主要な接合部位

として選定し、各種接合金物及び釘の使用状況について

検討することとした。さらに、Z マーク表示金物と ZN

釘との併用状況とその背景についても考察する。 

［研究結果］ 
１.主要な接合部における接合金物の使用実態 

（１）筋かい端部の接合 

 筋かい端部（突き付け、30mm×90mm）の接合部に

は、ひら金物等と比較して強度性能の優れた「筋かい

プレート BP」がより適切であり、公庫共通仕様等にも

それが規定されている。その使用状況に関する調査結

果を図－１に示す。 

①接合金物の有無：接合金物を使用していない割合は、

建設年代及び地域による差が大きく、S57 の関東地区で

は 21％、東海地区では 11%である。H8 では、何れの地
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設計
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公庫融
資住宅

公庫住
宅以外

無
記入

関東 87 32% 462 1117 4% 50% 4% 25% 25% 100% 0% 0%
北海道 4 25% 75 157 0% 0% 0% 0% 100% 100% 0% 0%
東北 25 44% 346 627 9% 55% 9% 45% 18% 100% 0% 0%
東海 41 20% 59 138 13% 63% 0% 50% 25% 100% 0% 0%
関西 41 29% 1188 386 0% 58% 0% 17% 25% 100% 0% 0%
九州 19 16% 73 156 0% 33% 0% 0% 67% 100% 0% 0%
Ave/TL 217 29% 504.2 707 5% 52% 3% 29% 27% 100% 0% 0%

表－１ 接合部の施工実態調査の概要 
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区においても 1%以下へ減少している。 

②接合金物の種類：S57 では、何れの地区においてもひ

ら金物の使用率が高く、東海地区では 39%使用している。

これは筋かいプレートの３倍の使用率である。東北地区

では、筋かいプレートは使用されていない。全地域平均

では、ひら金物（19%）と筋かいプレート（18%）の使

用率は、ほぼ同じであり、同等認定品は 7%である。H8

の東海地区では、ひら金物の使用割合が最も多くなって

いるが、他の地区では、推奨されている同等認定品や筋

かいプレートが普及し、全地域平均で各々55%、30%と

なっている。 

（２）耐力壁の柱（3cm×9cm の筋かい上端部が取り付

く柱）と横架材の接合 

 本接合部には、「かすがい」よりも強度性能の優れた

「かど金物」または「山形プレート」による接合方法が

より適切であり、公庫仕様にも反映されている。現行の

告示 1460 号では、設置部位により接合方法が異なるが、

込み栓打ちもしくはかど金物（CP･L）と同等以上の仕

様が規定されている。関連する調査結果を図－２に示す。 

①接合金物の有無：関東と東北地区では、接合金物を使

用していないという回答は無い。一方、関西地区におい

て、金物を使用していない割合は、S57 の 0%から H8

の 8％へ増加している。 

②接合金物の種類：S57 では、何れの地区においてもか

すがいの使用率が 24%～48%の値となっている。特に東

北地区では、かど金物や山形プレート等の推奨される金

物の使用率（計 24%）の２倍の値を示している。H8 で

は、何れの地区においてもかすがいの使用率が低下して

いるが、関西地区は、調査の範囲では最も高く 16%で

ある。 

 本接合部は、耐力壁の柱脚部の浮き上がりや柱と横架

材の分離を防止する重要な部位である。また、防腐・防

蟻処理が施され、高含水率も高くなることが多い。この

ような部位に鉄釘等を使用した場合、早期に腐食するこ

とが報告されており、長期耐力性能を考慮し、防錆処理

の施された接合金物や接合具を選定することが重要であ

る。 

２.まとめ 

本研究では、在来軸組構法住宅の耐震安全性を確保

する上での問題点を把握することを目的として、中・大

規模工務店を対象に、耐力壁の接合部の施工実態につい

て全国的に調査を実施した。その結果、在来軸組構法住

宅に使用される接合金物や接合具は、中・小工務店と同

様に、建築時期、接合部位及び地域等により異なること、

これらが耐力壁においても適切な接合部を構築していな

い事例があることなどが明らかになった。 
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＊公庫仕様書参考図等に示されている金物：筋かいプレート BP 
図－１ 筋かい端部に使用される接合金物の使用実態 
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＊公庫仕様書参考図等に示されている金物：かど金物､山形プレート 
図－２ 耐力壁の柱と土台・横架材との接合部に使用さ

れている接合金物の使用実態 


